Ⅶ、自殺対策について

警察庁が先月集計した２０１１年の全国の自殺者数は、３万５８４人で交通事故死者数４６１１人の６・６倍。１９９８年以降、１４年連続して３万人を超えています。
自殺者数が高止まりを続けている現実と向き合い、希望溢れる社会への転換を急がなければなりません。

一昨年１年間で自殺した人の動機に関する警察庁調査によると、うつ病などの健康問題が最多を占め、経済・生活問題のうち「就職失敗」が増加し、仕事や家庭問題も増えている。自殺は、こうした要因が絡み合って引き起こされるとされています。

それだけに、多角的に対策を講じていくことが欠かせません。自殺防止は社会を挙げて取り組むべき課題といえます。
　特に、年度末、学年末のこの３月は決算期であり、人事異動や、「木の芽時」と呼ばれて心身に不調をきしやすいなど年間を通じて最も多く自殺者が発生する時期であり、今月が「自殺対策強化月間」と定められているのも、このためです。
　
深刻化する自殺者の増加に対応するため、自殺対策における国や自治体、事業者の責務を明記した自殺対策基本法が制定（２００６年）されて5年。
　さらに、自殺者数が高止まりしている事態を打開するため、以下お伺いします

（1）我がまちの自殺者の実態について

（2）自殺対策基本法では地方公共団体の責務として、第四条で「地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する」とあります。我がまちの取組みについて伺います。

【考えられる展開】

○自殺の原因と必要なゲートキーパー

政府の分析では、無職の人が半分を占めています。なかでも中年男性の自殺死亡率が高い。また妻や夫と離婚や死別をした人も率が高いという事です。仕事や家庭での「役割喪失感」にさいなまされるのではないかという指摘もある。
宮城県内で自殺予防に取り組む民間団体「仙台グリーフケア研究会」（代表＝滑川明男・仙台市立病院救命救急部医長）が2月５日、仙台市内で救急医療関係者を対象に開いた体験型講座（ワークショップ）での発表では自殺の動機について「健康問題」（１万５８０２人）が最多で、「経済・生活問題」（７４３８人）が続く（2010年のデータ）

若者から中高年のどの世代でも自殺が死因の上位となっている深刻な事態を指摘し、自殺対策の専門家や研究者の育成のほか、住民が身近な人の自殺を防ぐ「ゲートキーパー」（門番）となるような体制づくりの必要性を強調していました。
○秋田モデル

民、官、学の連携で２年連続減少という成果を納めた「秋田県」では自殺予防に取り組む民間団体の3割４０団体が秋田県に存在しています。その中には、メンバーが専門家から研修を受けた上で、交流活動などを通じてゲートキーパー役を務める団体もある。さらに、多重債務相談や自死遺族ケアなど多様な活動を続ける３０団体が連携して「秋田こころのネットワーク」と呼ばれるグループも構成しているのが特徴的です。

　また、中小企業相談を弁護士や臨床心理士、民間団体と一緒に１カ所で対応する「いのちの総合相談会」の開催や県が交流活動など高齢者の自殺予防に取り組む市町村に助成する「高齢者の心の健康づくり推進事業」を実施するなどして、９８年以来、年間４００人以上だった自殺者数が、１０年は３５８人、１１年は前年より２５人少ない３４３人に減少。
○足立区の努力。

自殺を考える人の多くは、失業、多重債務、うつなど複数の悩みを考えている。しかし自殺者の7割は何らかの相談窓口を訪ねていたという調査もある。

ならば相談に来た人からリスクの高い人を見つけて支えよう。そう考えて窓口や相談機関のネットワーク化を進めた。例えば失業してハローワークを訪れた人が多重債務や不眠を打ち明けたら、弁護士や保健婦につなぐ。それだけでなく必要な支援を次の　窓口でうけられたかまでフォローする。
ハローワーク職員や弁護士、保健師らの専門家がそろう総合相談会を定期的に開いている。危険に気づく力を養うゲートキーパー（門番）研修も区職員の2/3が受けた。

一人ひとりにきづきと見守りを促すという方向性は同じ

○20１０年の都道府県別自殺率は（１）秋田県３２・６６（２）岩手県３２・６４（３）青森県３１・０２――と北東北が上位を占める。全国平均は２４・６２。一方、自殺者数は（１）東京都２９３５人（２）大阪府２１３７人（３）神奈川県１８８８人――と大都市圏が多い。
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